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多様なステークホルダーとの連携を通じた地域支援
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略歴

著書・論文等

○

取組の内容

■著書
『人生100年時代の国家戦略 小泉小委員会の500日』（東洋経済新報社、2017年）
『社会のために働く 未来の仕事のリーダーが生まれる現場』（講談社、2015年）
■共著
『東日本大震災 復興が日本を変える-行政・企業・NPOの未来のかたち』（ぎょうせい）
『ニッポンのジレンマ　ぼくらの日本改造論』（朝日新聞出版）
『「統治」を創造する　新しい公共/オープンガバメント/リーク社会』（春秋社）

多様なステークホルダーとの連携を通じた地域支援

これまでの活動では、産業や人材、資金面など地域や自治体の抱える課題を解決するために、様々な関係者と連
携しその協働を促すことで事業推進やノウハウの提供を行ってきました。
資金面では、2018年の西日本豪雨の際は、被害を受けた愛媛県宇和島市でフィリップ モリス ジャパンとの橋渡し役
を担い、柑橘産業のブランド化やオンライン販売の取り組みへの支援を行いました。また休眠預金資金を活用して、
福島県いわき市、宮城県丸森町などの現地団体に対する資金支援を実施しています。
人材支援の取り組みでは、釜石市での「釜援隊」と呼ばれる半官半民のグループの結成や宇和島市でのウィンウィ
ン社との連携等を実施し、外部から地域に人材を集めました。
その他、他分野に渡り自治体や企業と連携して活動を行っています。

1975年京都府生まれ。一橋大学卒業後、マッキンゼー・アンド・カンパニーを経て独立し、NPO・社会事業等に特化
したコンサルティング会社を経営。東日本大震災後、RCF復興支援チーム（現・（一社）RCF）を設立し、災害復興
に関する情報分析や事業創造に取り組む。現在は、全国での復興事業及び地方創生事業を、行政や企業など
多様なセクターとの連携を通じ展開。

■主な役職・公職（一部抜粋）
・2014年-        総務省 地域力創造アドバイザー
・2016年-        釜石市地方創生アドバイザー
・2016年-　　国土交通省 まちづくり活動の担い手のあり方検討会 委員
・2016年-        新公益連盟 理事・事務局長
・2017年-        東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会 聖火リレー検討委員会 委員
・2018年-        宇和島市復興まちづくりアドバイザー
・2020年-        公益社団法人日本プロサッカーリーグ理事
・2020年-        人吉復興計画策定委員会委員

行政・企業・NPOなど様々なセクターとの協働の取り組みを発信令和２年豪雨で被災した人吉市の復興計画委員に専門家として就任



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

私は国内有数の官民連携事業を促進する団体の代表で、これまで100以上の企業、30以上の自治体
と連携しました。今後も地域住民、企業、NPO、自治体、官公庁等セクターを超えた多種多様なステー
クホルダーの皆様と協働することで地域の課題解決に取り組んでいきます。興味をお持ちの方はぜひお気
軽にお声掛け下さい。

資金面では、企業や省庁など様々なセクターと協働を通じて、西日本豪雨の発生時には愛媛県宇和島
市で8000万円程度、九州豪雨の復興時には熊本県人吉市で約4000万円の資金を集め事業を行いま
した。
人材支援事業では岩手県釜石市で、外部から20名程人材を集め、そのうち10名以上が定住しました。
また、クラウドファンディングに関する事業では、年間で100件以上、総額1億円を超える寄付実績を収めま
した。

取り組みにおいては、外部からの支援に注力しています。
地域において財源や人的・物的資源が限られている中、資金や人材を外部調達することは非常に重要
だと考えております。
そこで、地域の自治体や事業と地域外との連携を促すことでまず成功事例を作り、そこから地域の自立し
た活性化につなげられるようサポートを行っています。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

メールアドレス info〔アットマーク〕rcf.co.jp

一般社団法人RCF　HP https://rcf311.com/

藤沢烈 ブログ https://note.com/retz

○ 住民参加 その他

その他

○ 官民連携（PPP・PFI） メディア活用策

自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

その他 その他

働き方改革 ふるさと教育

○ 子どもの貧困対策 ○ 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 ○ 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

○ 滞在・活動の場づくり ○ 起業・事業承継等支援

○ 地域おこし協力隊の推進 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

避難所運営 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

○ 地区防災計画 インバウンド対応

BCP ○ 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 DMOとの連携

その他 その他

地域交通 地球温暖化対策

○ 集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

○ 地域中核企業等の支援 その他

その他

○ 6次産業化 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

○ 経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

○ 地場産品発掘・販路開拓 中心市街地活性化
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